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Ⅰ 有田町の財務書類の公表について 

１ 新地方公会計制度の概要 

 

 国・地方公共団体の公会計制度は、これまで現金収支に着目した単式簿記が採用されて

きました。ところが単式簿記は、発生主義の複式簿記を採用する企業会計と比べ、過去か

ら積み上げた資産や負債などの状況を把握できないこと、また減価償却や引当金といった

会計手続きの概念がないといった弱点がありました。 

 平成１８年６月「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」

が成立したことにより、地方の資産・債務改革の一環として、自治体の資産や債務の管理

に必要な公会計をさらに整備することを目的に、総務省では「新地方公会計制度研究会」

を発足させました。同研究会からは平成１８年５月に「新地方公会計制度研究会報告書」

が公表され、続けて同年８月には総務省から「地方公共団体における行政改革の更なる推

進のための指針」が示されました。 

この指針では、地方公共団体の公会計の整備について、国の作成基準に準拠した新たな

方式による財務書類（貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算

書）の作成及び開示を行うよう、地方公共団体に対して要請を行いました。 

 

２ 有田町の取り組み 

 

 こうした状況の中、有田町では、平成２０年度決算から、「新地方公会計制度研究会報告

書」（平成１８年５月）で示された「基準モデル」により、固定資産台帳の整備を行いまし

た。そのうえで一般会計だけでなく、特別会計や一部事務組合等の関係団体等も含む連結

ベースの財務書類を作成しています。 

 このことにより、現金の取引情報にとどまらず資産や負債の状況も把握できるようにな

りました。住民にとっても有田町の財務状況がどういったものであるかを判断することが

出来る材料の 1つになっているものと考えられます。 

 

３ 基準モデルの特徴 

 

 新地方公会計制度の導入にあたり、総務省は「総務省方式改訂モデル」と「基準モデル」

の二つのモデルを示しています。「総務省方式改訂モデル」は、既存の決算統計情報を活用

して、土地や建物などの資産評価を行い、段階的に固定資産台帳を整備しながら公共資産

の評価を行っていく方法です。これに対し、「基準モデル」は最初に全ての固定資産の洗い

出しを行い、公正価値で把握した上で、個々の取引情報を発生主義により複式記帳して財

務書類を作成する方法です。そのため、次年度以降の固定資産増減を明確に把握できる特
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徴があります。 

財務書類を作成する目的は、現金収支以外を含めた財政状況を把握し、財政の健全化を

進めることであり、信ぴょう性が高く、事後の検証が可能な基準モデルが最適なものと考

え、有田町では「基準モデル」により作成を行っています。 

 

４ 作成基準日 

 

作成基準日は、各会計年度の最終日としました。今回の平成２６年度決算分では平成２

７年３月３１日となります。なお、地方公共団体に設けられている出納整理期間（翌年度

４月１日から５月３１日までの間）の収支については、基準日までに終了したものとみな

して取り扱っています。 

 

５ 作成対象とする範囲 

 
※単体会計とは、一般会計に特別会計や公営企業会計を含めた会計で、連結会計とは、単

体会計に一部事務組合などの関係団体を含めたものです。 

 一部事務組合・広域連合に関しましては、財務４表の提供があった団体のみを連結対象

としています。 

会計区分

1 一般会計 普通会計

2 国民健康保険事業特別会計

4 介護保険特別会計

9 後期高齢者医療特別会計

11 病院事業精算特別会計

13 有田町水道事業会計（法適用） 単体会計

19 公共下水道事業特別会計（法適用）

20 農業集落排水事業特別会計（法適用）

12 浄化槽整備推進事業会計（法適用） 連結会計

5 黒牟田宅地分譲事業特別会計

10 有田南部工業団地造成事業特別会計

14 伊万里・有田地区衛生組合

17 伊万里・有田地区医療福祉組合（一般会計）

18 伊万里・有田地区医療福祉組合（特別養護老人ホームくにみ事業会計）

15 伊万里・有田地区医療福祉組合（病院事業会計）

8 有田磁石場組合

16 有田土地開発公社

21 窯業教育振興会

佐賀県西部広域環境組合

佐賀県後期高齢者医療広域連合（一般会計）

佐賀県後期高齢者医療広域連合（後期高齢者医療特別会計） 未連結

佐賀県市町総合事務組合（一般会計）

佐賀県市町総合事務組合（特別会計）
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Ⅱ 有田町の財務書類について 

１ 貸借対照表（平成２７年３月３１日現在） 

 

地方公共団体の決算書は、１年間で、どのような収入がいくらあり、その収入を何にい

くら使ったか、という単年度の状況は把握できますが、現在、どれだけの資産や負債があ

るのか、という情報は把握ができません。 

この貸借対照表では、基準日現在で、どれだけの資産や負債があるのかを把握できます。 

左側の「資産」は、保有する資産の内容や額が記載してあります。 

右側の「負債」及び「純資産」は、「資産」を形成するためにどのような財源措置をしてき

たかを表しています。 

「負債」は、今後、負担すべき債務であることから将来世代に対しての負担ととらえる

ことができ、一方で、「純資産」は、今後負担する必要性のない資産、言い換えればこれま

での世代や現在の世代、または国、県が負担した分となります。 

 

用語解説 

① 資金 ･･････手元現金や普通預金など 

② 未収金･･････税金や使用料などの未収金 

③ 貸倒引当金･･････未収金や貸付金等の金銭債権に対する将来の取立不能見込額（不納欠

損額）を見積もったもの 

④ 出資金･･････出資金など 

⑤ その他の投資･････出損金など 

⑥ 事業用資産･･････公共サービスに供されている資産でインフラ資産以外の資産（例：庁

舎、学校、公民館、町営住宅、福祉施設など） 

⑦ インフラ資産･･････社会基盤となる資産（例：道路、橋、公園、上下水道施設など） 

貸借対照表 （単位：千円）

資産の部 普通 単体 連結 負債の部 普通 単体 連結

1.金融資産 6,455,859 8,066,166 8,397,939 1.流動負債 991,755 1,386,652 1,549,813

　　　（1）資金 458,416 1,366,316 1,493,981 　　　（1）地方債（短期） 857,779 1,171,645 1,256,460

　　　（2）未収金 67,647 242,275 476,844 　　　（2）賞与引当金 73,047 81,589 81,589

　　　（3）貸付金 157,500 157,500 0 　　　（3）その他 60,929 133,418 211,764

　　　（4）その他債権 0 2,240 2,240

　　　（5）貸倒引当金 △ 11,000 △ 16,589 △ 17,606 2.非流動負債 10,350,345 25,030,406 27,142,259

　　　（6）有価証券 5,060 75,781 175,781 　　　（1）地方債 8,220,908 15,729,215 17,168,220

　　　（7）出資金 1,551,935 1,551,935 1,093,335 　　　（2）退職給付引当金 2,129,437 2,129,437 2,129,437

　　　（8）基金・積立金 4,033,771 4,494,176 4,918,794 　　　（3）その他 0 7,171,754 7,844,603

　　　（9）その他の投資 192,531 192,531 254,570

負債合計 11,342,100 26,417,058 28,692,072

2.非金融資産 49,139,507 66,605,361 69,970,460 純資産の部

　　　（1）事業用資産 29,666,838 30,604,947 33,639,890

　　　（2）インフラ資産 19,472,670 36,000,414 36,330,570 純資産合計 44,253,267 48,254,469 49,676,327

　　　（3）繰延資産 0 0 0

資産合計 55,595,367 74,671,528 78,368,399 負債及び純資産合計 55,595,367 74,671,528 78,368,399

　※表示金額は千円単位となっており、四捨五入のため合計金額に齟齬が生じる場合があります。
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⑧ 流動負債･･････１年以内に償還する地方債などの負債 

⑨ 非流動負債･･････翌々年度以降に償還すべき地方債などの負債 

⑩ 公債･･････自治体が資産形成する時などに発行する地方債 

⑪ 賞与引当金･･････基準日において、次回のボーナス時に賞与として職員に支払わなけれ

ばならない額 

⑫ 退職給付引当金･･････退職金として全職員に支払う金額について、職員の勤務期間に従

った見積額 

 

２ 行政コスト計算書（平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日） 

 

行政コスト計算書は、民間企業の損益計算書にあたるもので、行政運営にかかったコス

トのうち、例えば人的サービスや給付サービスなど、資産形成につながらない行政サービ

スに要したコストを表したものです。また、実際に現金の支出を伴うサービスのほかに、

減価償却費や退職給付引当金などの現金支出を伴わないコストまでを含んで表しています。 

さらに、その行政サービスの提供に対する直接の対価である使用料や手数料といった受

益者負担がどの程度あったかを把握することができます。 

経常費用と経常収益の差額である純経常費用は、受益者負担以外の町税や地方交付税，

国庫支出金・県支出金などで賄わなければならないコストを表すことになります。 

こうしたコストを把握することは、町の内部的には行政活動の効率性につながり、また、

単年度の資産形成費用の多寡にのみ着目せずに、長期的なコスト意識を醸成することにも

つながるものと考えられます。さらにこれらのコストに対し、使用料等の住民負担がどう

であったかを明らかにすることもできます。 

 

用語解説 

① 人件費 ･･････職員給与や議員報酬、退職給付費用など 

（単位：千円）

行政コスト計算書 普通 単体 連結

経常費用 7,368,473 12,143,674 14,116,392
1.人件費 1,474,362 1,603,655 2,831,436
2.物件費 1,088,656 1,217,248 1,867,091
3.経費 1,215,207 1,471,080 1,727,740
4.業務関連費用 158,515 368,150 547,211
5.移転支出 3,431,733 7,483,540 7,142,913

経常収益 417,222 1,254,168 3,162,044
1.業務収益 268,090 857,717 2,709,764
2.業務関連収益 149,132 396,451 452,281

純経常費用
（経常費用　-　経常収益）

6,951,251 10,889,506 10,954,347

　※表示金額は千円単位となっており、四捨五入のため合計金額に齟齬が生じる場合があります。
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② 物件費 ･･････備品や消耗品、施設等の維持修繕にかかる経費や事業用資産の減価償却

費など 

③ 経費･･････委託料や使用料、旅費、手数料、広告料など 

④ 業務関連費用･･････地方債や一時借入金の償還利子など 

⑤ 移転支出･･････住民への補助金や生活保護費などの社会保障費、特別会計への資金移動

など 

⑥ 業務収益･･････公共施設の使用料や、証明書の発行手数料など 

⑦ 業務関連収益･･････利子及び配当金、財産売払収入など 

 

３ 純資産変動計算書（平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日） 

 

純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産が、１年間でどのような要因で増減したか、

を表すもので、期末純資産残高は貸借対照表の純資産合計と一致します。 

行政コスト計算書には計上されていない、税収や移転収入（国県支出金等）が、本表の

財源の調達欄に計上されています。また、「純経常費用」の額が、行政コスト計算書の純経

常費用（「経常費用－経常収益」）をまかなうもので、金額は一致します（純資産変動計算

書上はマイナス要因です）。 

 

用語解説 

① 期首純資産残高･･････前年度末の純資産の額（前年度貸借対照表と一致） 

② 純経常費用･･･････行政活動に係る費用のうち、人的サービスや給付サービスなど、資

純資産変動計算書 （単位：千円）

普通 単体 連結

期首純資産残高 43,797,742 56,444,584 58,869,298

純経常費用 △ 6,951,251 △ 10,889,506 △ 10,954,347
直接資本減耗（インフラ資産） △ 503,065 △ 1,000,633 △ 1,033,082

財源調達 7,915,090 12,404,099 12,409,581
　　地方税 2,150,860 2,150,860 2,150,860
　　社会保険料 0 989,315 989,315
　  移転収入(他会計移転収入） 42,294 0 0
　  移転収入(補助金等） 5,699,199 7,394,238 7,399,720
　  移転収入(その他移転収入） 22,737 1,869,686 1,869,686

その他変動 △ 5,249 △ 8,704,075 △ 9,615,123

期末純資産残高 44,253,267 48,254,469 49,676,327
　※表示金額は千円単位となっており、四捨五入のため合計金額に齟齬が生じる場合があります。



- 7 - 

 

産形成につながらない行政サービスに係る費用（行政コスト計算書の「純経常費用」と

一致） 

③ その他の変動･･････除却した資産の帳簿価格や、再評価で発生する損益など 

 

４ 資金収支計算書（平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日） 

 

資金収支計算書は、単年度の資金の収支を表し、１年間の資金の増減を、経常的収支・

資本的収支・財務的収支の３区分にわけ、どのような活動に資金が必要であったかを示し

ています。また、期末資金残高は、貸借対照表の金融資産の資金の金額と一致します。 

経常的収支は、日常の行政サービスを行ううえでの収入と支出を表しています。資本的

収支は、資産形成に関する収入と支出を言います。財務的支出とは、地方債等の借入や償

還に関する支出を言います。 

 

 
用語解説 

① 基礎的財政収支 ･･････公債の元利償還額を除いた歳出と、公債発行収入を除いた歳入

のバランスを見るものです。これがプラスになっている場合は持続可能な財政運営であ

るといえます。 

（単位：千円）

普通 単体 連結

1.経常的収支 1,413,512 2,305,224 2,414,553
　　　　経常的支出 6,866,227 11,519,521 13,245,281
　　　　経常的収入 8,279,740 13,824,745 15,659,834

2.資本的収支 △ 955,041 △ 1,833,849 △ 1,898,249
　　　　資本的支出 1,301,124 2,534,931 2,616,032
　　　　資本的収入 346,082 701,082 717,782

基礎的財政収支 458,471 471,375 516,304

3.財務的収支 △ 462,097 △ 506,714 △ 666,078
　　　　財務的支出 1,196,592 1,665,709 1,860,263
　　　　財務的収入 734,495 1,158,995 1,194,185

△ 3,626 △ 35,339 △ 149,774

462,042 1,401,656 1,643,755

458,416 1,366,316 1,493,981
　※表示金額は千円単位となっており、四捨五入のため合計金額に齟齬が生じる場合があります。

資金収支計算書

当期収支

期首資金残高

期末資金残高


